





















































































































識は種類，量，質の 3 つで規定しうる（清家他， 1998a）。この戦略では特に
知識の「量」に注目する。企業の成長期を観察すると，成長期は知識量が競争
優位の前提となる。例えば，日本の鉄鋼業の成長期である昭和30年代，通産省，
















































































知識飽和には 3 つの方法がある。 1 つは「成熟確認」である。成熟している









































































































































































































































I C L は富士通が90%の株を持っている。英国の Ic L と富士通は，英国の
放送業BB Cのインターネットサービスに共同で参加している。したがって，
富士通を代表して Ic L のBB C コンテンツのコミッテイの委員を務めている
が， BB C はかなり多角的に事業を展開している。英国の自動車雑誌で最大の
シェアを持つ「トップ・ギアj 誌はB B C の出版である。 F 1 グランプリの雑
誌としてよく知られている。 B B C はこの雑誌をインターネット上に載せてい
る。
1997年 1 月 1 日にテレピ東京で「世界の遺産」を放映した。ここでスポンサー
として富士通は新しい試みを行った。一般に知られていないが，スポンサーは
通常そのテレビ番組に関して何の権利も有していない。富士通はテレピ朝日で



































































































































これを経営史的に規定すると 3 つが特記できる。 1 つは最終的にVH S に統











が一人で取るのでVH S を大勢で分けるより取り分は一番多かった。また， V
H S の基本特許もソニーが握っているから， VH S でも利益をソニーは得てい





に，ソニーも家庭用VT Rで規格争いに敗れた。しかし，「V H S にもソニー
の特許が多く生きており，傷が浅かったJ （日本経済新聞， 1997年 9 月 13 日
（土） 9 面「回転いす アップルとの差は……J ）。
ここで，どの企業もデファクトスタンダードを狙う，といった戦略に欠ける
企業があふれる状況を逆手にとる戦略が生まれる。それは「鏡の国のアリス」
戦略である。そのポイントは 5 つある。 1 つはデファクトスタンダードに対し







































































































ある。草創期， I B M社は二番手企業として大成功を納めた。パソコンの基本
ソフトでの二番手企業マイクロソフト社は，ファーストムーパーのデジタルリ
サーチ社をあっという聞にマニアの思い出の中に駆逐した。
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